
平成26年度森林環境税に関するアンケートの結果について

５ アンケートへの回答状況
（１）回答数の評価

１ 目 的
・福島県森林環境税の現行制度

は平成27年度に満了

・認知度や平成28年度以降の

あり方について、アンケート調査

を実施

・県民の意見を把握し、検討の

参考とする

２ 実施の概要
（１）調査地域 県内一円

（２）調査対象 ・県内に居住し、県民税の納税義務のある男女個人

・県内に所在する法人

（３）調査方法 【個人】県及び県内市町村の窓口、イベントや会議等での配布等

【法人】県内企業リストより無作為に抽出した650社へ郵送

（４）調査期間 平成26年10月25日～平成26年12月25日

（５）回答状況 総回答数10,900件（個人10,440件、法人460件）

３ 調査の項目
問１ 回答者の属性（居住地・所在地、性別、年代、職業・業種、森林所有状況）

問２ 県内の森林に関して感じていること

問３ 森林の働きに関して大切だと考えること

問４ 森林環境税の認知度

問５ 森林環境税による取り組みで大切だと考えること

問６ 森林環境税による取組の内容で大切だと考えること

問７ 平成28年度以降の森林環境税制度の廃止、継続に対する考え

問８ 現在行っている森林環境税を活用した取り組み以外で必要と考える取組

４ 結果の分析
（１）単純集計

設問毎の結果を集計。

（２）クロス集計

単純集計の結果を、問１と問４を

集計軸として分析。

・以上の集計分析の結果を、前回、平成

21年度実施のアンケートと比較した。

福島県農林水産部森林計画課

・回答の誤差、信頼性を考慮した、200万人の

意見の反映に必要な回答数は約1,000件

・回答者の構成

【個人】 県内人口構成とほぼ同じ

【法人】 県内法人業種構成に比べ、建設業・

農林漁業の割合が高い

総回答 個人回答 法人回答

H26アンケート
H26.10.25～12.25実施

10,900件 10,440件(95.8%) 460件(4.2%)
（うち無効14件） （うち無効13件） （うち無効1件）

H21アンケート
H21.4.23～8.31実施

11,043件 10,903件(98.7%) 140件(1.3%)
（うち無効52件） （うち無効46件） （うち無効6件）

（２）回答者の構成
ア 個人回答

21.8%

28.8%

24.6%

21.3%

20.3%

27.5%

18.0%

8.7%

7.5%

12.6%

12.4%

12.9%

2.9%

2.6%

1.4%

10.1%

7.6%

9.2%

12.8%

18.2%

16.9%

0.5%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26アンケート
(n=10427)

H21アンケート
(n=10857)

福島県の

推計人口

（H27.1.1現在）

県北 県中 県南 会津 南会津 相双 いわき 無回答

中通り, 61.1%

中通り, 57.8%

中通り, 59.6%

会津, 15.5%

会津, 15.0%

会津, 14.3%

浜通り, 22.9%

浜通り, 25.8%

浜通り, 26.1%

居住地別

10.3%

15.3%

3.8%

3.6%

1.0%

1.4%

61.0%

52.3%

6.7%

7.0%

7.7%

9.2%

1.4%

0.7%

7.4%

8.6%

0.7%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26

アンケート

H21

アンケート

農林漁業 商工業、サービス業 自由業、芸術家

会社員、団体職員等 パート、アルバイト 主婦・主夫

学生 無職 無回答

・H26アンケートの回答者は、福島県の居住地域別人口比とほぼ同じ。

・林業地域である県南地方の関心の高さが表れている。

職業別

33.7%

38.5%

61.1%

47.2%

4.4%

2.5%

0.8%

11.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26

アンケート

H21

アンケート

所有している 所有していない
わからない 無回答

63.4%

54.4%

48.8%

35.5%

36.2%

51.2%

1.1%

9.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26

アンケート

H21

アンケート

福島県の

推計人口

男性 女性 無回答

1.7%

10.6%

10.8%

6.9%

9.4%

15.6%

21.2%

12.3%

20.3%

20.8%

13.6%

22.5%

23.2%

14.7%

19.4%

25.9%

16.4%

9.6%

22.4%

0.2%

2.0%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26

アンケート

H21

アンケート

福島県の

推計人口

10代 20代 30代 40代

50代 60代 70代以上 無回答

※H21アンケートの対象は20歳以上。また70代以上も「60代」に含んでいる。

森林所有別

年代別

性別

※福島県の推計人口の割合は、10歳未満を除いたもの。

・H21アンケートと比較すると、会社員・団体職員等の割合が増え、県民の

職業構成により近い結果となった。

・アンケートの特性から、10代及び70代以上の回答

者が少ない。

・福島県の年代構成と大きな違いはなく、30～50代

の子育て世代の関心の高さが表れている。

※福島県の推計人口（H27.1.1現在）
「福島県現住人口調査 年齢（５歳階級）別人口」より作成

（H27.1.1現在）

（H27.1.1現在）
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イ 法人別回答

所在地別

業種別

・H26アンケートの法人回答者の所在地は、福島県

の法人所在地の構成とほぼ同じ。

・個人回答者と同じく、林業地域である県南地方の

関心の高さが表れている。

・H26アンケートの法人回答者の業種は、福島県

の業種別法人比率と比べて、農林漁業、及び建設

業の比率が多くなっている。

・H21アンケートと比べると、建設業・製造業の回答の

割合が増加しており、木材の利活用等について、

これらの業種の関心が高くなっていると考えられ

る。

20.1%

26.1%

24.3%

24.6%

11.9%

30.2%

16.4%

3.7%

6.8%

17.5%

22.4%

13.7%

0.6%

0.0%

1.7%

5.8%

5.2%

4.9%

14.7%

9.7%

18.4%

0.2%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26アンケート
(n=459)

H21アンケート
(n=134)

福島県の

所在地別

法人数

県北 県中 県南 会津 南会津 相双 いわき 無回答

中通り, 61.1%

中通り, 41.7%

中通り, 61.3%

会津, 18.1%

会津, 22.4%

会津, 15.4%

浜通り, 20.5%

浜通り, 14.9%

浜通り, 23.3%

9.4%

9.0%

1.7%

0.7%

1.5%

0.1%

41.8%

20.9%

18.6%

13.3%

6.7%

13.0%

1.5%

3.0%

0.1%

0.7%

0.7%

1.0%

5.4%

8.2%

2.8%

12.6%

11.2%

22.9%

1.3%

3.0%

1.5%

1.5%

3.7%

6.5%

1.3%

2.2%

5.8%

1.7%

2.2%

5.3%

1.7%

8.2%

1.3%

9.2%

18.7%

19.4%

0.9%

3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26

アンケート

H21

アンケート

福島県の

業種別法人数

農林漁業 鉱業 建設業

製造業 電機・ガス・熱供給業 情報通信業

運輸業 卸売・小売業 金融・保険業

不動産業 飲食業・宿泊業 医療・福祉

教育・学習支援業 サービス業 無回答

※福島県の所在地別法人数
※福島県の業種別法人数
総務省・経済産業省「平成24年度経済センサス－活動調査」
企業等に関する集計
第29表「企業産業(大分類)、経営組織(２区分)、土地・建物の所有の有無別法人数」
より作成

６ アンケートの結果

（１）福島県内の森林に関して感じていること

問２ 福島県の森林は県土の約７割を占めています。あなたは、県内の森林についてどのように
感じていますか。（２つまで選択）

・「放射性物質の影響を心配」

「手入れが不十分で荒れている」

が５割を超える

・「病虫害、獣害被害が目立つ」

との回答が５年前比8.7ポイント増

○「放射性物質の影響を心配している」回答者の割合 単純集計 54.5%

方部別
県北 県中 県南 会津 南会津 相双 いわき

57.9% 54.0% 54.0% 44.0% 25.3% 68.3% 57.2%

世代別
10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上

38.5% 47.1% 55.1% 60.1% 57.7% 52.2% 47.9%

11.2%

53.6%

19.6%

11.3%

54.5%

10.5%

12.8%

3.6%

1.5%

10.4%

48.8%

10.9%

9.7%

－ %

－ %

17.1%

4.4%

1.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

手入れが行き届いて健全である

手入れが不十分で荒れている

病虫害、クマ・シカなどの被害が目立つ

伐採されたまま放置されている

放射性物質の影響を心配している

放射性物質の影響を

それほど心配していない

特に森林について感じるものはない

その他

無回答

H26アンケート(n=10672)

H21アンケート(n=10991)

「その他」の主な内容（合計525件）

・地域によって手入れ状況に差がある

・最近、イノシシの被害が目立つ

・杉林が多い ・花粉症が心配

・みどり豊でよい ・登山等の場

・放射性物質の風評被害が心配

・除染することができるのか？

・知識がなく何も感じていなかった

方部で明確な差

子育て世代の
心配が大きい
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（２）森林の働きに関して大切だと考えること

問３ 森林にはいろいろな働きがありますが、あなたは、どれが大切だとお考えですか。
（３つまで選択）

上位５項目

の世代別

回答割合

74.1%

62.2%

57.1%

22.0%

33.5%

7.7%

4.9%

10.8%

4.3%

1.0%

0.4%

1.1%

76.8%

75.2%

52.9%

18.0%

39.6%

11.9%

5.4%

－ %

－ %

1.0%

－ %

0.4%

60.2%

46.7%

69.7%

11.9%

39.0%

14.0%

9.1%

－ %

－ %

－ %

0.7%

1.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

山崩れや洪水などの災害を防止する働き

CO2を吸収し、地球温暖化を防止する働き

水を蓄える働き 水を浄化する働き

木材を生産する働き

動植物の生息の場所としての働き

森林公園など憩いの場としての働き

森林とのかかわりを学ぶ場としての働き

景観を形成する働き

放射性物質の流出を防止する働き

特に森林の働きに大切なものはない

その他

無回答

H26アンケート(n=10797)

H21アンケート(n=10991)

H13県政世論調査(n=580)

10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
90.0%

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上

災害防止(H26) 災害防止（H21）

地球温暖化防止(H26) 地球温暖化防止(H21)

水を蓄え浄化(H26) 水を蓄え浄化(H21)

木材を生産(H26) 木材を生産(H21)

動植物の生息(H26) 動植物の生息(H21)

・「災害防止」「地球温暖化防止」

「水源」などの働きを重視

・高齢層：「災害防止」「水源」

・若年層：「動植物」「景観」も重視

・「木材生産」の回答が上昇傾向

「その他」の主な内容（合計109件）

・全て大切

・経済的な面と公益的な面の両立

・災害を防ぐ機能はあるはずだが

山崩れが不安

・里山として生活圏の一部

・信仰など精神的なよりどころ

※H13県政世論調査
H13.8.1～14実施 標本数1,000人
満18歳以上男女個人・無作為抽出

（３）森林環境税の認知度

問４ 本県は、森林を健全な状態で次世代に引き継ぐために、平成18年度から、森林環境税を
導入し、納税者の方から年額1,000円（住民税に含まれています）を納めていただき、森林
整備などの取り組みを行っています。
あなたは、この森林環境税を知っていましたか。（１つ選択）

14.8%

24.6%

59.6%

1.0%

21.2%

32.6%

43.7%

2.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

よく知っていた

知っていたが、内容までは知らなかった

知らなかった

無回答

H26アンケート(n=10885)

H21アンケート(n=10991)

・認知度 39.4%

（「よく知っていた」「内容までは

知らなかった」の合計）

・問８の自由記載で、森林環境税

に関する周知を求める意見が

多く見られた

導入年度 期間延長 主な事業内容 認知度 調査年度

高知県 H15
H20、
H25

・間伐の促進により荒廃の予防と公益的機能を発揮できる森林の整備
・環境教育など次代を担う人材の育成
・公共施設等における県産材利用 など

77.7% H23

長野県 H20 H25
・集落周辺の里山林における間伐の実施
・市町村が展開する森林づくりの支援
・地域材の利活用を通じた森林づくり等の取組の推進

33.1%

岐阜県 H24 －
・環境保全を目的とした人工林の整備 ・里山林の整備・利用の促進
・生物多様性・水環境の保全 ・公共施設等における県産材の利用促進
・地域が主体となった環境保全活動の支援 など

22.4% H25
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75.9%

36.1%

12.0%

33.4%

34.6%

26.1%

14.0%

22.0%

8.3%

1.2%

1.7%

80.9%

35.4%

－ %

38.3%

37.6%

37.7%

23.8%

－ %

5.4%

－ %

3.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

水源区域や災害防止機能の大きい

区域の荒廃した森林の整備

市町村が行う取り組みに対する支援

森林文化の記録と公開

民間住宅や公共施設等での

県産木材の利用促進

石油に代わる木質バイオマスの

利用促進

小中学生などを対象とした

森林環境学習の実施

県民が行う

森林ボランティア活動への支援

森林整備の有無による

渓流水の水質への影響の調査

インターネットなどを活用した

県民への森林情報の提供

その他

無回答

H26アンケート(n=10847)

H21アンケート(n=10991)

（４）森林環境税による取り組みの内容で大切だと考えること

問５ 森林環境税を財源に本県は、県内の森林環境の保全や森林を全ての県民で守り育てる
意識の醸成に向けた下記の取り組みを行っています。
あなたは、どれが大切だとお考えですか。（３つまで選択）

問６ 問５の取り組みの内容について、あなたは、どれが大切だとお考えですか。
（３つまで選択）

80.5%

40.5%

25.6%

48.3%

19.4%

26.3%

17.3%

1.5%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

森林環境の適正な保全

県内市町村が行う

森林づくりの推進

ふくしまの森林文化の継承

森林資源の活用による

持続可能な社会づくり

県民参画による

森林づくりの推進

森林環境の調査

森林環境情報の発信

無回答

H26アンケート
(n=10871)

問６問５

「その他」の主な内容（合計175件）

・スギ林の対策 ・森林に関わる人材の育成

・団体などの森林活動への補助 ・間伐材の有効活用

・有害鳥獣対策 ・放射性物質に関する情報提供

・４人のうち３人が「荒廃森林の整備」

と回答

・「森林環境学習」「ボランティア活動

への支援」の回答が減少

問５（環境税の取組の７つの柱）、

問６（取組の内容）は、前回アン
ケートも含め、回答の傾向は同じ

（５）平成28年度以降の森林環境税による取り組み継続に対する考え方

57.2%

37.6%

3.0%

2.2%

54.4%

37.2%

4.6%

3.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

現在のまま継続して

取り組むべき

新たな取り組みを

加えて継続すべき

継続すべきでない

無回答

H26アンケート(n=10886)

H21アンケート(n=10991)

55.1%

37.8%

14.5%

39.5%

46.3%

40.6%

12.5%

6.6%

0.8%

82.8%

44.3%

－ %

－ %

35.2%

－ %

－ %

10.0%

1.3%
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荒廃した森林全てを整備する取り組み

住宅や公共施設、森林学習教育施設への

木材利用を進める取り組み

森林学習教育施設の

維持修繕に役立てる取り組み

森林内に放置されている未利用間伐材の

利用を進める取り組み

木材の新たな利用を推進する取り組み

里山林や竹林の整備を進める取り組み

全国植樹祭を通じた

森林づくり活動を拡大する取り組み

その他

無回答

H26アンケート(n=4079)

H21アンケート(n=4090)

問７ 森林環境税を活用した取り組みは、
第２期対策により平成23年度から平成
27年度までの５年間行うこととしていま
す。あなたは、平成28年度以降について
どのようにお考えですか。（１つ選択）

問８ 問７で２番を選択し
た方に質問します。
あなたは、問５の取り
組み以外に、森林環境
税を活用して、どのよ
うな取り組みを行うこと
が大切だとお考えです
か。（３つまで選択）

「継続すべきでない」理由（合計285件）

・どのように活用されているかわからないため ・除染が優先

「その他」の主な内容（合計394件）

・森林環境税の取組の発信 ・荒廃森林解消 ・屋敷林の保全

・スギ花粉症対策 ・森林を身近に感じることができる工夫

・森林活動団体の支援 ・林業後継者育成 ・伝統工芸品の活用

・放射性物質対策 ・放射性物質の影響の調査

・除染伐採木の有効活用

・里山等も含めた森林整備

・様々な木材利用への意識が高い

・森林環境税の必要性への理解は高い

・取組内容の「伝わる」発信が課題

「木材利用」の
選択肢への
回答率は、
どれも高い。

「継続すべき」
合計94.8％
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